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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第59期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 百万円 36,013 35,460 34,699 68,921 68,011 

経常利益 百万円 6,326 5,751 5,038 10,761 9,842 

中間（当期）純利益 百万円 3,355 3,058 3,103 4,647 5,594 

純資産額 百万円 55,181 53,347 56,366 51,120 54,672 

総資産額 百万円 67,149 64,760 67,376 61,732 65,131 

１株当たり純資産額 円 1,014.60 1,009.97 1,061.37 976.02 1,033.21 

１株当たり中間（当期）

純利益 
円 61.69 58.27 58.65 86.00 105.97 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
円 61.19 57.83 58.40 85.31 105.30 

自己資本比率 ％ 82.2 82.4 83.4 82.8 83.9 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 2,990 4,839 3,555 5,507 7,436 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 393 -105 228 430 -478 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 -1,072 -853 -1,586 -7,142 -2,456 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
百万円 22,440 22,870 25,758 18,951 23,544 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

人 
3,988 

(1,894) 

4,054 

(1,773) 

4,228 

(1,755) 

4,008 

(1,806) 

4,088 

(1,763) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「国内全店小売売上高」は、直営店の小売売上高と、のれん自立店の小売売上高との合計額であります。 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

国内全店小売売上高 百万円 35,712 35,180 34,365 68,454 67,201 

売上高 百万円 33,750 32,781 31,930 64,411 62,543 

経常利益 百万円 6,178 5,596 4,856 10,625 9,405 

中間（当期）純利益 百万円 3,261 2,985 2,924 4,586 4,813 

資本金 百万円 5,901 5,901 5,901 5,901 5,901 

発行済株式総数 千株 56,057 56,057 56,057 56,057 56,057 

純資産額 百万円 55,668 53,582 55,255 51,440 53,991 

総資産額 百万円 66,476 64,086 65,487 61,347 63,591 

１株当たり純資産額 円 1,023.57 1,014.42 1,043.59 982.14 1,020.33 

１株当たり中間（当期）

純利益 
円 59.97 56.88 55.26 84.87 91.14 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
円 59.48 56.45 55.03 84.20 90.57 

１株当たり配当額 円 29.00 31.50 31.50 61.00 63.00 

自己資本比率 ％ 83.7 83.6 84.4 83.9 84.9 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

人 
2,780 

(1,590) 

2,753 

(1,589) 

2,823 

(1,581) 

2,670 

(1,586) 

2,704 

(1,594) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．提出会社では、契約社員、アルバイト及び嘱託を採用しており、当中間期中における平均雇用人員は1,581

人（１日８時間換算）で（ ）内に外数で記載しております。 

２．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、三城ユニオン（平成８年７月３日結成、平成18年９月30日現在4,390名）と称し、現在ゼン

セン同盟に加盟しております。 

 活動について特記すべき事項はなく、労使が共通の目的をもって協調する関係にあります。 

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

営業部門 2,618 (1,476) 

間接部門 205 (105) 

提出会社計 2,823 (1,581) 

連結子会社 1,405 (174) 

合計 4,228 (1,755) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 2,823 (1,581) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における当社グループの概況といたしましては、連結全体におきまして、計画における利益を

上回る結果となりました。 

 国内営業全般につきましては、前連結会計年度末より着手しているプロダクトマネジメントの展開により、当中間

連結会計期間末時点で算出した商品評価減の新規発生が314百万円と前年同期に比べ145百万円減少し、またフレー

ム・サングラスの商品評価損対象品につきましても、前年同期より減少しております。また、パイロット店舗を中心

に新商品の投入を積極的に行っており、店頭における新商品の比率も上がり、確実に全店における商品は新鮮なもの

になっております。 

  設備投資面では、国内新規出店11店（うち、移転３店を含む）、退店は12店（うち、のれん自立店の退店２店、移

転４店を含む）、主な改装34店を実施し、国内店舗数は1,054店となっています。海外におきましては、中国上海法

人の10店出店、３店退店を中心に11店の出店、５店の退店を実施し、当中間連結会計期間末の海外店舗数は206店と

なりました（各社の決算期間ではなく、当社単体の決算期間でのカウント）。以上により、当中間連結会計期間の設

備投資額は連結ベースで797百万円、単体ベースでは689百万円となりました。 

 海外事業におきましては、中国上海法人の出店等を主要因とする売上高の増加に加え、シンガポール、マレーシア

等が売上高の伸長に貢献しました。 

 利益面では、上海法人の売上高の増収と販売促進費の効率化による増益、前年中間期まで赤字であったフランス法

人において、ルーブル店の撤退とオペラ店のコスト削減が貢献し黒字に転換したことなどにより海外子会社の眼鏡小

売事業は増収増益となり、またそれらの営業利益合計額は151百万円となりました。 

 なお、為替の変動要因も増収・増益に影響を及ぼした結果となっております。 

  以上のような事業展開、会計処理により、当中間連結会計期間の連結決算において中間純利益3,103百万円（前年

同期比1.5％増）となりました。また、売上高34,699百万円（前年同期比2.1％減）、営業利益4,737百万円（前年同

期比14.8％減）、経常利益5,038百万円（前年同期比12.4％減）となっております。単体決算においては、中間純利

益2,924百万円（前年同期比2.1％減）、国内全店小売売上高34,365百万円（前年同期比2.3％減）、売上高31,930百

万円（前年同期比2.6％減）、営業利益4,604百万円（前年同期比16.2％減）、経常利益4,856百万円（前年同期比

13.2％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前中間連結会計期間末

に比べ2,888百万円増加し25,758百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べて1,284百万円減少し、3,555百万円となりました。これは、税

金等調整前中間純利益の減少、たな卸資産の増加、及び売上債権の増加が主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、228百万円となりました。これは、主に設備投資にかかる払出額が、敷金・保

証金の回収額により相殺されたことが要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べて732百万円増加し、1,586百万円となりました。これは、主に

配当金の支払いによるものでありますが、前年同期に比べ使用金額が増加したのは、前年同期にストックオプショ

ンの行使による自己株式の売却等により得られた資金が752百万円あったためです。 



２【販売及び仕入の状況】 

１）販売の状況 

(1) 販売方法 

 当社グループは、メーカー等から商品の仕入れを行い、主として店頭における一般消費者への小売販売を営ん

でおります。 

(2) 商品販売実績 

Ａ．当中間連結会計期間 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他には、宝飾品、既製老眼鏡等が含まれております。 

３．当中間連結会計期間より、従来までの区分を見直し、「フレーム」、「レンズ」、「サングラス」を「メガ

ネ及びサングラス」に、また「コンタクトレンズ」、「コンタクトレンズ備品」を「コンタクトレンズ関

連」にまとめております。 

Ｂ．国内全店小売売上高 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他には、宝飾品、既製老眼鏡等が含まれております。 

３．「国内全店小売売上高」は、直営店の小売売上高と、のれん自立店の小売売上高との合計額であります。 

４．当中間会計期間より、従来までの区分を見直し、「フレーム」、「レンズ」、「サングラス」を「メガネ及

びサングラス」に、また「コンタクトレンズ」、「コンタクトレンズ備品」を「コンタクトレンズ関連」に

まとめております。 

品目別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

メガネ及びサングラス（百万円） 28,794 98.4 

コンタクトレンズ関連（百万円） 2,031 97.1 

補聴器（百万円） 1,639 99.1 

その他（百万円） 2,233 90.7 

合計（百万円） 34,699 97.9 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

メガネ及びサングラス（百万円） 29,680 98.3 

コンタクトレンズ関連（百万円） 1,553 91.3 

補聴器（百万円） 1,801 100.3 

その他（百万円） 1,330 89.8 

合計（百万円） 34,365 97.7 



(3) 地域別売上高 

Ａ．当中間連結会計期間における売上高 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他売上高は、主に国内における卸売上等であります。 

３．「ＦＣ転換店」とは、既存直営店舗の、のれん自立店舗への転換であります。 

Ｂ．国内全店小売売上高  

 （注）「国内全店小売売上高」は、直営店の小売売上高と、のれん自立店の小売売上高との合計額であります。 

(4) 主要顧客別販売状況 

 主要顧客に該当するものはありません。 

地域別 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

期首 
（店）

出店 
（店）

ＦＣ転換店 
（店） 

退店 
（店） 

中間期末
（店） 

国内直営店舗計 29,628 85.4 97.0 877 11 0 5 883 

米国 ワシントン州他 237 0.7 122.2 7 0 0 1 6 

店舗計 29,866 86.1 97.2 884 11 0 6 889 

その他売上高 1,946 5.6 92.9 － － － － － 

提出会社及び国内子会社計 31,813 91.7 96.9 884 11 0 6 889 

  アジア 1,766 5.1 116.5 142 10 0 4 148 

  欧州 289 0.8 98.8 4 0 0 0 4 

  オセアニア・ハワイ 829 2.4 99.8 32 1 0 0 33 

在外子会社計 2,885 8.3 109.3 178 11 0 4 185 

合計 34,699 100.0 97.9 1,062 22 0 10 1,074 

地域別 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

売上高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

期首 
（店） 

出店 
（店） 

退店 
（店） 

中間期末
（店） 

うちＦＣ店 
（店） 

北海道・東北地域 1,729 5.0 96.6 83 1 1 83 13 

関東地域 8,750 25.5 97.4 251 2 2 251 34 

中部地域 4,524 13.2 96.4 170 3 2 171 15 

近畿地域 10,634 30.9 98.8 272 3 4 271 40 

中国地域 4,034 11.7 96.2 119 2 2 119 38 

四国地域 2,265 6.6 98.2 62 0 0 62 17 

九州・沖縄地域 2,427 7.1 99.3 98 0 1 97 14 

合計 34,365 100.0 97.7 1,055 11 12 1,054 171 



２）仕入の状況 

商品仕入実績 

 （注）１．上記の金額は仕入金額であり、消費税等は含まれておりません。 

２．その他には、宝飾品、既製老眼鏡等が含まれております。 

３．当中間連結会計期間より、従来までの区分を見直し、「フレーム」、「レンズ」、「サングラス」を「メガ

ネ及びサングラス」に、また「コンタクトレンズ」、「コンタクトレンズ備品」を「コンタクトレンズ関

連」にまとめております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間における主な研究開発活動は次のとおりであります。 

(1）新ミキシムデザインシステム（MacCG）の進化へ向けて 

 従来、開発・実験を行なってまいりました新ミキシムデザインシステム（MacCG）のバージョンアップが完了

いたしました。新ミキシムデザインシステム（MacCG）では、遠隔地のスタイリストにデザインを依頼すること

が可能となり、AI（人工知能）によるデザイン提案機能を進化させ、よりトレンドに沿ったデザインの提案が可

能となりました。さらに、お客様に最適な累進レンズタイプを提案する機能もバージョンアップいたしました。

特にエルダー層（中高年以降）のお客様にご満足いただけるように、メガネをかけるシーンや環境、度数や目の

状態などの条件を総合的に考え合わせたAIによる適切な累進レンズの提案が行なえるようになりました。今後も

お客様のご要望に合わせ進化させる予定です。 

(2）三次元計測を用いたメガネフィッティングに関する研究 

 注文時にお客様の頭部形状を測定し、納品時にフィッティングをすることなくお渡しできるように予めフィッ

ティングできるシステムの構築をめざして研究を継続しています。 

(3）三城独自のカラー提案の研究 

 高齢化社会の今日、白内障や白内障術後、網膜疾患などの原因で眩しさを訴えるお客様が増えており、目が楽

になる眼鏡を希望する声が増えています。そのような中、加齢に伴う水晶体黄変の見え方を補正する「エリクサ

ー」を開発しました。この研究ノウハウを生かし、眩しさを低減しファッション性を損なわないカラーの提案の

研究を進めています。 

(4）その他 

 変化する顧客のニーズに応えられる、そして新たな発見をしていただける店舗づくりを目指して、店舗デザイ

ン、商品の開発などの研究に取り組んでいます。現在、パイロットショップによる実験を行なっています。 

以上を主とする当中間連結会計期間の研究開発費は189百万円であります。 

品目別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

メガネ及びサングラス（百万円） 7,067 108.2 

コンタクトレンズ関連（百万円） 1,394 97.8 

補聴器（百万円） 963 99.8 

その他（百万円） 832 93.6 

合計（百万円） 10,258 104.5 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 223,000,000 

計 223,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

(平成18年９月30日) 
提出日現在発行数（株）
(平成18年12月22日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 56,057,474 56,057,474 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 56,057,474 56,057,474 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年６月25日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって普通株式を発行(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く。)する場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

 なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

る。 

 また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 7,025個 7,005個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 702,500株 700,500株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,638円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月24日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,638円 

資本組入額 819円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権を付与された者（以下「新

株予約権者」という。）は、権利行使

時においても、当社の取締役・監査

役・従業員、当社の子会社および関係

会社の取締役・従業員ならびに当社の

のれん自立店オーナー・従業員の地位

にあることを要する。ただし、新株予

約権者が定年・任期満了・当社ののれ

ん自立による退任・退職、会社都合に

よりこれらの地位を失った場合は、こ

の限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、その

相続人による本件新株予約権の相続を

認める。ただし、④に規定する契約に

定める条件による。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分

は認めない。 

④その他の条件については、株主総会お

よび取締役会決議に基づいて、当社と

新株予約権者との間で締結する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項  ─  ─ 

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



平成16年６月25日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって普通株式を発行(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く。)する場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

 なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

る。 

 また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 15,208個 15,143個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,520,800株 1,514,300株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり2,403円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成26年６月24日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  2,403円 

資本組入額 1,202円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

  

①新株予約権を付与された者（以下

「新株予約権者」という。）は、権

利行使時においても、当社の取締

役・監査役・従業員、当社の子会社

および関係会社の取締役・従業員な

らびに当社ののれん自立店オーナ

ー・従業員の地位にあることを要す

る。ただし、新株予約権者が定年・

任期満了・当社ののれん自立による

退任・退職、会社都合によりこれら

の地位を失った場合は、この限りで

はない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、そ

の相続人による本件新株予約権の相

続を認める。ただし、④に規定する

契約に定める条件による。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分

は認めない。 

④その他の条件については、株主総会お

よび取締役会決議に基づいて、当社と

新株予約権者との間で締結する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項  ─  ─ 

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



平成17年６月24日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって普通株式を発行(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く。)する場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

 なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

る。 

 また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 942個 933個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 94,200株 93,300株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり2,450円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成27年６月23日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  2,450円 

資本組入額 1,225円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権を付与された者（以下「新

株予約権者」という。）は、権利行使

時においても、当社の取締役・監査

役・従業員、当社の子会社および関連

会社の取締役・従業員ならびに当社の

のれん自立店のオーナー・従業員の地

位にあることを要する。ただし、新株

予約権者が定年・任期満了・当社のの

れん自立による退任・退職、会社都合

によりこれらの地位を失った場合は、

この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合は、その

相続人による本件新株予約権の相続を

認める。ただし、④に規定する契約に

定める条件による。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分

は認めない。 

④その他の条件については、株主総会お

よび取締役会決議に基づいて、当社と

新株予約権者との間で締結する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項  ─  ─ 

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） １．上記のほか、自己株式が3,110千株あります。 

２．野村證券株式会社ほか３社が連名により平成18年９月15日付で大量保有報告書を提出しておりますが、当

社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主

名簿によっております。 

３．シュローダー投信投資顧問株式会社ほか３社が連名により平成18年７月14日付で大量保有報告書を提出し

ておりますが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大

株主の状況は株主名簿によっております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
 （百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日 

 平成18年９月30日 
－ 56,057,474 － 5,901 － 6,829 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ルネット 兵庫県姫路市伊伝居110－２ 14,068 25.10 

コドモ リミテッド 

（常任代理人 多根裕詞） 

７ ALBEMARLE STREET, LONDON, W1X 3HF  

UNITED KINGDOM 

（兵庫県姫路市下寺町140） 

5,670 10.11 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 3,256 5.81 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,378 4.24 

三城社員持株会 東京都中央区銀座２丁目７－17 2,223 3.97 

クレディ アグリコール ス

イス エスエー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

QUAI GENERAL-GUISAN 41204 GENEVA SWITZ

ERLAND 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１カス

トディ業務部） 

1,630 2.91 

多根 幹雄 スイス国 ジュネーブ市 1,139 2.03 

多根 裕詞 兵庫県姫路市 1,097 1.96 

多根 伸彦 神奈川県鎌倉市 823 1.47 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 

 （常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

 （東京都港区六本木６丁目10－１六本木ヒ

ルズ森タワー） 

540 0.97 

計 － 32,829 58.56 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村證券株式会社ほか３社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 4,235 7.55 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シュローダー投信投資顧問株

式会社ほか３社 
東京都千代田区丸の内１丁目11－１ 2,483 4.43 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,200株（議決権の数52個）含まれ

ております。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が500株（議決権の数５

個）あります。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含

まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,110,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 55,868,600 558,686 － 

単元未満株式 普通株式 188,874 － － 

発行済株式総数 56,057,474 － － 

総株主の議決権 － 558,686 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合 計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の 割 合（％） 

株式会社三城 
東京都中央区銀座

二丁目７番17号 
3,110,500 － 3,110,500 5.55 

計 － 3,110,500 － 3,110,500 5.55 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,480 2,495 2,525 2,475 2,410 2,230 

最低（円） 2,320 2,225 2,280 2,310 2,200 1,990 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30

日）及び前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）並びに当中間連結会計期間（自平成18年４月

１日 至平成18年９月30日）及び当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間連結財務諸表

及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   22,480   25,342   23,143  

２．売掛金   2,464   2,787   2,393  

３．有価証券   3,436   3,843   3,776  

４．たな卸資産   8,157   8,663   8,338  

５．繰延税金資産   1,924   1,714   1,661  

６．その他   1,573   1,384   1,368  

貸倒引当金   -23   -120   -107  

流動資産合計   40,014 61.8  43,616 64.7  40,574 62.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物及び構
築物  12,047   12,177   12,086   

(2) 器具備品  8,633   7,999   8,506   

(3) その他  1,173   1,098   1,087   

 減価償却累
計額  -14,875 6,978  -14,295 6,980  -14,675 7,004  

２．無形固定資産   268   272   266  

３．投資その他の
資産           

(1) 投資有価証
券  2,937   2,815   3,130   

(2) 長期貸付金  377   278   336   

(3) 敷金及び保
証金  12,037   11,417   11,771   

(4) 建設協力金  1,784   1,525   1,641   

(5) 繰延税金資
産  122   267   205   

(6) その他  267   214   223   

貸倒引当金  -29 17,498  -11 16,507  -24 17,285  

固定資産合計   24,746 38.2  23,760 35.3  24,556 37.7 

資産合計   64,760 100.0  67,376 100.0  65,131 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び
買掛金   2,308   2,405   2,543  

２．短期借入金   72   9   －  

３．未払金   2,154   2,481   2,402  

４．未払法人税等   3,136   2,414   2,144  

５．賞与引当金   1,785   1,763   1,438  

６．役員賞与引当
金   －   6   －  

７．その他   1,408   1,519   1,356  

流動負債合計   10,865 16.8  10,600 15.7  9,885 15.2 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当
金   22   24   23  

２．その他   387   385   397  

固定負債合計   410 0.6  409 0.6  420 0.7 

負債合計   11,276 17.4  11,009 16.3  10,305 15.9 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   136 0.2  － －  152 0.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,901 9.1  － －  5,901 9.1 

Ⅱ 資本剰余金   6,829 10.5  － －  6,829 10.5 

Ⅲ 利益剰余金   46,336 71.6  － －  47,183 72.4 

Ⅳ その他有価証券
評価差額金   301 0.5  － －  414 0.6 

Ⅴ 為替換算調整勘
定   260 0.4  － －  468 0.7 

Ⅵ 自己株式   -6,281 -9.7  － －  -6,123 -9.4 

資本合計   53,347 82.4  － －  54,672 83.9 

負債、少数株主持
分及び資本合計   64,760 100.0  － －  65,131 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金   － －  5,901 8.8  － －

２．資本剰余金   － －  6,829 10.1  － －

３．利益剰余金   － －  48,593 72.1  － －

４．自己株式   － －  -6,039 -9.0  － －

株主資本合計   － －  55,284 82.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額
等           

１．その他有価証
券評価差額金   － －  362 0.6  － －

２．為替換算調整
勘定   － －  549 0.8  － －

評価・換算差額等
合計   － －  912 1.4  － － 

Ⅲ 少数株主持分   － －  170 0.3  － － 

純資産合計   － －  56,366 83.7  － － 

負債純資産合計   － －  67,376 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   35,460 100.0  34,699 100.0  68,011 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   10,378 29.3  9,931 28.6  19,519 28.7 

売上総利益   25,082 70.7  24,767 71.4  48,491 71.3 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費           

１．販売促進費  1,477   1,589   3,046   

２．広告宣伝費  657   544   1,428   

３．給料手当及び
賞与  8,679   8,799   16,279   

４．賞与引当金繰
入額  275   328   1,438   

５．福利厚生費  1,192   1,240   2,374   

６．退職給付費用  264   267   523   

７．減価償却費  564   566   1,182   

８．賃借料  4,185   4,202   8,406   

９．その他  2,227 19,524 55.0 2,491 20,029 57.7 4,567 39,248 57.7 

営業利益   5,558 15.7  4,737 13.7  9,243 13.6 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  36   26   69   

２．受取賃貸料  32   41   72   

３．為替差益  －   58   23   

４．有価証券運用
益  203   －   472   

５．商品材料処分
益  －   124   －   

６．その他  54 326 0.9 106 357 1.0 172 810 1.2 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  0   0   1   

２．為替差損  47   －   －   

３．有価証券運用
損  －   22   －   

４．その他  84 133 0.4 33 56 0.2 209 210 0.3 

経常利益   5,751 16.2  5,038 14.5  9,842 14.5 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却
益 

※２ － － － 58 58 0.2 － － － 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却
損 

※３ 33   61   131   

２．減損損失 ※４ 204   34   208   

３．店舗解約損失
金  30   22   85   

４．商品評価損  －   －   112   

５．投資有価証券
評価損  13   0   13   

６．役員退職慰労
金  8 290 0.8 － 119 0.4 8 561 0.8 

税金等調整前
中間（当期）
純利益 

  5,461 15.4  4,976 14.3  9,281 13.7 

法人税、住民
税及び事業税  2,673   1,942   3,848   

法人税等調整
額  -274 2,399 6.8 -81 1,861 5.4 -169 3,678 5.5 

少数株主利益   3 0.0  11 0.0  8 0.0 

中間（当期）
純利益   3,058 8.6  3,103 8.9  5,594 8.2 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,842  6,842 

Ⅱ 資本剰余金減少高      

１．自己株式処分差損  13 13 13 13 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,829  6,829 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   45,096  45,096 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  3,058 3,058 5,594 5,594 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,675  3,339  

２．役員賞与 
（うち監査役賞与） 

 
15 
(4)
 

15 
(4)
 

３．自己株式処分差損  127 1,818 152 3,507 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  46,336  47,183 

      



 中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主
持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己株式
株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
5,901 6,829 47,183 -6,123 53,789 414 468 882 152 54,825 

中間連結会計期間中の変動

額 
          

剰余金の配当（注）     -1,666   -1,666         -1,666 

役員賞与（注)     -13   -13         -13 

中間純利益     3,103   3,103         3,103 

自己株式の取得       -4 -4         -4 

自己株式の処分     -13 89 75         75 

株主資本以外の項目の中

間連結会計期間中の変動

額（純額） 

          -51 80 29 17 46 

中間連結会計期間中の変動額

合計 

（百万円） 

－ － 1,410 84 1,494 -51 80 29 17 1,541 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
5,901 6,829 48,593 -6,039 55,284 362 549 912 170 56,366 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 5,461 4,976 9,281 

減価償却費及びその
他の償却費 

 598 591 1,246 

減損損失  204 34 208 

貸倒引当金の増加額  0 15 79 

賞与引当金の増減額  271 325 -75 

役員賞与引当金の増
加額 

 － 6 － 

退職給付引当金の増
加額 

 0 1 1 

受取利息及び受取配
当金 

 -37 -33 -75 

支払利息  0 0 1 

その他営業外損益  -205 21 -467 

為替差損益  47 -58 -23 

有形固定資産除却損  33 61 131 

商品評価損  － － 112 

その他特別損益  32 -54 54 

売上債権の増減額  -67 -480 105 

たな卸資産の増減額  732 -312 499 

その他資産の増減額  -101 0 205 

仕入債務の増減額  2 -203 303 

その他負債の増加額  197 225 213 

役員賞与の支払額  -15 -13 -15 

小計  7,156 5,105 11,787 

利息及び配当金の受
取額 

 37 33 75 

利息の支払額  -0 -0 -1 

法人税等の支払額  -2,352 -1,582 -4,424 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 4,839 3,555 7,436 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 -18 － 21 

定期預金の払戻によ
る収入 

 － 27 － 

有形固定資産の取得
による支出 

 -624 -600 -1,434 

有形固定資産の売却
による収入 

 5 － － 

有価証券及び投資有
価証券の取得による
支出 

 -854 -314 -1,187 

有価証券及び投資有
価証券の売却による
収入 

 1,014 566 1,378 

長期貸付けによる支
出 

 -21 -1 -24 

長期貸付金の回収に
よる収入 

 58 44 98 

敷金及び保証金の支
出 

 -117 -136 -294 

敷金及び保証金の回
収による収入 

 367 489 750 

建設協力金の支出  -30 -10 -32 

建設協力金の回収に
よる収入 

 137 126 279 

その他収支  -22 36 -34 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 -105 228 -478 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額 

 70 9 -2 

自己株式の売却・取
得（純額） 

 752 70 885 

配当金の支払額  -1,676 -1,665 -3,339 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 -853 -1,586 -2,456 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 31 15 85 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

 3,911 2,213 4,586 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 18,951 23,544 18,951 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額 

 6 － 6 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 22,870 25,758 23,544 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項    

(1）連結子会社の数及び名

称 

15社 

 連結子会社は次のとおりであり

ます。 

㈱グレート建設 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL Gmb

H 

MIKI, INC. 

PARIS MIKI AUSTRALIA PTY.  

LTD. 

PARIS-MIKI LONDON LTD. 

OPTIQUE PARIS MIKI (M) SDN  

BHD 

PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD. 

上海巴黎三城光学有限公司 

巴黎三城眼鏡股份有限公司 

MIKI PARIS S.A.R.L. 

OPTIQUE PARIS-MIKI (S) PTE.  

LTD. 

PARIS MIKI (INTERNATIONAL)SA 

PARIS MIKI OPTICAL(THAILAND) 

LTD 

上海巴黎三城眼鏡有限公司 

上海巴黎三城商貿有限公司 

 上記のうち、上海巴黎三城商

貿有限公司については、重要性

が増加したことにより、当中間

連結会計期間から連結の範囲に

含めることといたしました。 

15社 

 連結子会社は次のとおりであり

ます。 

㈱グレート建設 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL Gmb

H 

MIKI, INC. 

PARIS MIKI AUSTRALIA PTY.  

LTD. 

PARIS-MIKI LONDON LTD. 

OPTIQUE PARIS MIKI (M) SDN  

BHD 

PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD. 

上海巴黎三城光学有限公司 

巴黎三城眼鏡股份有限公司 

MIKI PARIS S.A.R.L. 

OPTIQUE PARIS-MIKI (S) PTE.  

LTD. 

PARIS MIKI (INTERNATIONAL)SA 

PARIS MIKI OPTICAL(THAILAND) 

LTD 

上海巴黎三城眼鏡有限公司 

上海巴黎三城商貿有限公司 

15社 

 連結子会社は次のとおりであり

ます。 

㈱グレート建設 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL GmbH 

MIKI, INC. 

PARIS MIKI AUSTRALIA PTY.  

LTD. 

PARIS-MIKI LONDON LTD. 

OPTIQUE PARIS MIKI (M) SDN  

BHD 

PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD. 

上海巴黎三城光学有限公司 

巴黎三城眼鏡股份有限公司 

MIKI PARIS S.A.R.L. 

OPTIQUE PARIS-MIKI (S) PTE.  

LTD. 

PARIS MIKI (INTERNATIONAL)SA 

PARIS MIKI OPTICAL(THAILAND) 

LTD 

上海巴黎三城眼鏡有限公司 

上海巴黎三城商貿有限公司 

 上記のうち、上海巴黎三城商

貿有限公司については、重要性

が増加したことにより、当連結

会計年度から連結の範囲に含め

ることといたしました。 

(2）非連結子会社の数及び

名称 

２社 

 非連結子会社は次のとおりで 

あります。 

㈱オーナーズ・サポーター 

MIKISSIMES S.A. 

同左 同左 

(3）非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由 

 非連結子会社２社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

同左   非連結子会社２社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結

子会社（㈱オーナーズ・サポータ

ー、MIKISSIMES S.A.）及び関連

会社（DIANE OPTICAL INC.）は、

それぞれ中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

同左   持分法を適用していない非連結

子会社（㈱オーナーズ・サポータ

ー、MIKISSIMES S.A）及び関連会

社（DIANE OPTICAL INC.）は、そ

れぞれ連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、MIKI PARI

S  

S.A.R.L.、PARIS MIKI AUSTRALI

A  

PTY. LTD.、PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD.、OPTIQUE  

PARIS MIKI (M) SDN BHD、上海巴

黎三城光学有限公司、巴黎三城眼

鏡股份有限公司、PARIS MIKI  

(INTERNATIONAL)SA、PARIS MIKI  

OPTICAL (THAILAND)LTD.、上海巴

黎三城眼鏡有限公司及び上海巴黎

三城商貿有限公司の中間決算日は

６月30日であり、それ以外の連結

子会社の中間決算日は８月31日で

あります。中間連結財務諸表の作

成にあたっては同日現在の中間財

務諸表を使用しております。ただ

し中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

同左  連結子会社のうち、MIKI PARIS  

S.A.R.L.、PARIS MIKI AUSTRALIA  

PTY. LTD.、PARIS MIKI OPTICAL  

INTERNATIONAL LTD.、OPTIQUE  

PARIS MIKI (M) SDN BHD、上海巴

黎三城光学有限公司、巴黎三城眼

鏡股份有限公司、PARIS MIKI  

(INTERNATIONAL)SA、PARIS MIKI  

OPTICAL (THAILAND)LTD.及び上海

巴黎三城眼鏡有限公司及び上海巴

黎三城商貿有限公司の決算日は 

12月31日であり、それ以外の連結

子会社の決算日は２月末日であり

ます。連結財務諸表の作成にあた

っては同日現在の財務諸表を使用

しております。ただし連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

(1）売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平

均法により算定） 

① 有価証券 

(1）売買目的有価証券 

同左 

① 有価証券 

(1）売買目的有価証券 

同左 

 (2）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(2）満期保有目的の債券 

同左 

(2）満期保有目的の債券 

同左 

 (3）子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法 

(3）子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(3）子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 (4）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(4）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(4）その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

商品 

 主として移動平均法による

原価法 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

 貯蔵品 

 主として移動平均法による

原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社で

は、定率法により償却しており

ます。また、在外連結子会社は

定額法で償却しております。 

 ただし、当社及び国内連結子

会社については、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）は、定額法に

より償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 ３年～60年 

器具備品    ２年～20年 

 また、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については、３年間で均等償却

しております。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社で

は、定額法により償却しており

ます。なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社で

は、債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。また、在外連結子会社では

個別判定による回収不能見込額

を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社で

は、従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき計

上しておりますが、在外連結子

会社では賞与支給制度がないた

め、引当金を設定しておりませ

ん。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 ③    ───── 

  

③ 役員賞与引当金 

 当社は役員賞与の支出に備え

て、当連結会計年度における支

給見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

 （会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ6百万円減少して

おります。 

③    ───── 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ 退職給付引当金 

 国内連結子会社では、従業員

の退職給付に備えるため、連結

会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 国内連結子会社では、従業員

の退職給付に備えるため、連結

会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等の中間連結会計期間末残高

の相殺後の金額は、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

  当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は204百万円減少しておりま

す。  

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。これに

より税金等調整前当期純利益は208百万円減

少しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は56,196百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

偶発債務 偶発債務 偶発債務 

保証債務 保証債務 保証債務 

取引先 

銀行借入保証      0百万円

のれん自立店 

リース債務保証       193百万円

のれん自立店 

リース債務保証       219百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．売上原価には、当中間連結会計期間に

新たに発生した商品評価減額460百万

円を含んでおります。 

※１．売上原価には、当中間連結会計期間に

新たに発生した商品評価減額314百万

円を含んでおります。 

※１．売上原価には、当連結会計期間に新た

に発生した商品評価減額532百万円を

含んでおります。 

※２．     ───── ※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。  

 百万円

借地権 58 

※２．     ───── 

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

 百万円

建物及び構築物 12 

器具備品 20 

計 33 

 百万円

建物及び構築物 24 

器具備品 36 

計 61 

 百万円

建物及び構築物 78 

器具備品 53 

計 131 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※４．減損損失  

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 （1）減損損失を認識した資産グループの概要 

（2）減損損失の認識に至った経緯 

 収益性が悪化しているエリア地域、及び、

将来において具体的な使用計画がなく、か

つ、市場価格が下落している遊休資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上いたしまし

た。 

（3）減損損失の内訳は、次のとおりであり

ます。 

場所 用途 種類  

北海道エリ

ア  
店舗設備  

建物及び構

築物  

米国ワシン

トン州 

店舗・事務

所設備 

建物及び器

具備品 

兵庫県姫路

市 
遊休資産 土地 

在外子会社 店舗設備  
建物、無形

固定資産 

※４．減損損失  

 当中間連結会計期間において、当社は以下

の資産について減損損失を計上しました。 

 （1）減損損失を認識した資産の概要 

（2）減損損失の認識に至った経緯 

 店舗用資産について、当中間連結会計期間

において、収益性等の観点から退店若しくは

移転の意思決定をした店舗に係る固定資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上いたしました。 

（3）減損損失の内訳は、次のとおりであり

ます。 

場所 用途 種類  

大通店（岩

手県盛岡

市）他12店

舗 

店舗設備 
建物及び構

築物  

 百万円 

建物 33 

構築物 1 

計 34 

※４．減損損失  

 当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 （1）減損損失を認識した資産グループの概要

（2）減損損失の認識に至った経緯 

 収益性が悪化しているエリア地域、及び、

将来において具体的な使用計画がなく、か

つ、市場価格が下落している遊休資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上いたしまし

た。 

（3）減損損失の内訳は、次のとおりであり

ます。 

場所 用途 種類  

北海道エリ

ア  
店舗設備  

建物及び構

築物  

米国ワシン

トン州 

店舗・事務

所設備 

建物及び器

具備品 

兵庫県姫路

市 
遊休資産 土地 

在外子会社 店舗設備  
建物、無形

固定資産 

（4）資産のグルーピングの方法 

 原則として、店舗資産、賃貸資産、遊休資

産及び共有資産に分類し、店舗資産について

は、管理会計上の区分に基づいたエリア地域

別にグルーピングを行っております。  

（5）回収可能価額の算定方法 

 遊休土地は、正味売却価額により測定し、

相続税評価額を基準に算定した時価により評

価しております。 

 上記以外の資産については、使用価値によ

り測定し、将来キャッシュ・フローを5.7％

で割り引いて算定しております。 

 百万円 

建物 114 

構築物 2 

器具備品 9 

土地 70 

無形固定資産 7 

計 204 

（4）資産のグルーピングの方法 

 原則として、店舗資産、賃貸資産、遊休資

産及び共有資産に分類し、店舗資産について

は、管理会計上の区分に基づいたエリア地域

別にグルーピングを行っております。  

（5）回収可能価額の算定方法 

 遊休土地は、正味売却価額により測定し、

相続税評価額を基準に算定した時価により評

価しております。 

 上記以外の資産については、使用価値によ

り測定し、将来キャッシュ・フローを5.7％

で割り引いて算定しております。 

 百万円 

建物 118 

構築物 2 

器具備品 9 

土地 70 

無形固定資産 7 

計 208 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．当中間連結会計期間増加株式数２千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

   ２．当中間連結会計期間減少株式数45千株は、ストックオプションの行使によるもの45千株及び、単元未満株式の

買増０千株による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 56,057 － － 56,057 

合計 56,057 － － 56,057 

自己株式     

普通株式 （注）１,２ 3,154 2 45 3,110 

合計 3,154 2 45 3,110 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 1,666 31.5 平成18年３月31日 平成18年６月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 1,667  利益剰余金 31.5 平成18年９月30日 平成18年12月11日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 百万円

現金及び預金 22,480 

有価証券 3,436 

ＭＭＦ・ＦＦＦ以外の有

価証券 
-2,614 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
-432 

現金及び現金同等物 22,870 

 百万円

現金及び預金 25,342 

有価証券 3,843 

ＭＭＦ以外の有価証券 -3,021 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
-406 

現金及び現金同等物 25,758 

 百万円

現金及び預金 23,143 

有価証券 3,776 

ＭＭＦ・ＦＦＦ以外の有

価証券 
-2,954 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金等 
-420 

現金及び現金同等物 23,544 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 

(百万円) 

器具備品 398 131 266 

 

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 

(百万円)

器具備品 392 205 187 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

器具備品 398 171 226 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 百万円

１年内 78 

１年超 191 

計 269 

 百万円

１年内 74

１年超 117

計 191

 百万円

１年内 78

１年超 152

計 230

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

 百万円

支払リース料 41 

減価償却費相当額 39 

支払利息相当額 2 

 百万円

支払リース料 40

減価償却費相当額 39

支払利息相当額 1

 百万円

支払リース料 83

減価償却費相当額 79

支払利息相当額 4

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略しております。 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 48 90 42 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 1,838 2,303 464 

合計 1,887 2,394 506 

 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券  

株式 387 

その他 821 

(2)子会社株式及び関連会社株式 155 

 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 50 102 52 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 1,608 2,167 558 

合計 1,659 2,269 610 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券  

株式 390 

その他 822 

(2)子会社株式及び関連会社株式 155 



前連結会計年度末 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 50 108 57 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 1,838 2,478 639 

合計 1,889 2,586 696 

 前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券  

株式 388 

その他 821 

(2)子会社株式及び関連会社株式 155 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）１．時価の算定方法 

為替予約取引は先物相場を使用しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）時価の算定方法 

為替予約取引は先物相場を使用しております。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（注）時価の算定方法 

為替予約取引は先物相場を使用しております。 

種類 

前中間連結会計期間 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引    

米ドル売スイスフラン買 595 610 -14 

スイスフラン売米ドル買 11 11 0 

スイスフラン売日本円買 275 275 -0 

合計 882 897 -14 

種類 

当中間連結会計期間 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引    

スイスフラン売日本円買 177 177 0 

米ドル売ユーロ買 287 289 -2 

ユーロ売米ドル買 203 203 -0 

合計 668 670 -1 

種類 

前連結会計年度 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引    

米ドル売スイスフラン買 138 141 -3 

スイスフラン売日本円買 171 170 1 

米ドル売ユーロ買 364 365 -1 

ユーロ売米ドル買 13 13 0 

合計 687 691 -3 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループの主たる事業は、眼鏡等の販売を目的とした専門店チェーンストアの経営であり、当該事業に係

る売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額の90％を超えており

ます。したがって、セグメント情報は、その記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額の90％を超えておりますので、その記載を省略してお

ります。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,009.97円

１株当たり中間純利益金額 58.27円

１株当たり純資産額 1,061.37円

１株当たり中間純利益金額 58.65円

１株当たり純資産額 1,033.21円

１株当たり当期純利益金額 105.97円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
57.83円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
58.40円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
  105.30円

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 3,058 3,103 5,594 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 13 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (13) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 3,058 3,103 5,581 

期中平均株式数（千株） 52,484 52,921 52,669 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 406 217 332 

（うち新株予約権） (406) (217) (332) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

989個 目的となる株式の

数 98千株） 

平成16年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

15,208個 目的となる株式

の数 1,520千株）  

  

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

942個 目的となる株式の

数 94千株） 

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

方式のストックオプション

（新株予約権の数971個、 

目的となる株式の数 97千

株） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  20,856   23,615   21,596   

２．売掛金  2,472   2,656   2,469   

３．有価証券  821   822   821   

４．たな卸資産  7,197   7,508   7,237   

５．繰延税金資産  1,920   1,717   1,655   

６．その他  1,897   1,750   1,689   

  貸倒引当金  -21   -119   -105   

流動資産合計   35,144 54.8  37,951 58.0  35,363 55.6 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物  3,821   3,804   3,846   

 (2) 器具備品  1,425   1,515   1,451   

 (3) その他  1,418   1,391   1,405   

有形固定資産合計  6,665   6,710   6,703   

２．無形固定資産  242   238   239   

３．投資その他の資産           

 (1) 投資有価証券  5,751   5,471   5,788   

 (2) 出資金  838   660   520   

 (3) 長期貸付金  1,513   1,437   1,480   

 (4) 繰延税金資産  115   247   180   

 (5) 敷金及び保証金  11,802   11,068   11,484   

 (6) 建設協力金  1,784   1,525   1,641   

 (7) その他  240   187   196   

   貸倒引当金  -14   -11   -9   

投資その他の資産合計  22,033   20,586   21,284   

固定資産合計   28,941 45.2  27,536 42.0  28,228 44.4 

資産合計   64,086 100.0  65,487 100.0  63,591 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  410   481   428   

２．買掛金  1,367   1,418   1,733   

３．未払金  2,205   2,541   2,355   

４．未払法人税等  3,095   2,305   2,070   

５．賞与引当金  1,780   1,760   1,435   

６．役員賞与引当金  －   6   －   

７．その他  1,256   1,333   1,179   

流動負債合計   10,115 15.8  9,847 15.0  9,202 14.5 

Ⅱ 固定負債           

１．預り保証金  387   385   397   

固定負債合計   387 0.6  385 0.6  397 0.6 

負債合計   10,503 16.4  10,232 15.6  9,599 15.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,901 9.2  － －  5,901 9.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  6,829   －   6,829   

資本剰余金合計   6,829 10.6  － －  6,829 10.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  582   －   582   

２．任意積立金  41,589   －   41,589   

３．中間（当期）未処分
利益  4,661   －   4,799   

利益剰余金合計   46,832 73.1  － －  46,971 73.9 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   301 0.5  － －  413 0.6 

Ⅴ 自己株式   -6,281 -9.8  － －  -6,123 -9.6 

資本合計   53,582 83.6  － －  53,991 84.9 

負債及び資本合計   64,086 100.0  － －  63,591 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  5,901 9.0  － － 

２．資本剰余金            

(1）資本準備金   －   6,829   －   

資本剰余金合計    － －  6,829 10.4  － － 

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   582   －   

(2）その他利益剰余金               

海外投資積立金   －   3,220   －   

配当平均積立金   －   2,270   －   

圧縮積立金   －   8   －   

別途積立金   －   37,490   －   

繰越利益剰余金   －   4,631   －   

利益剰余金合計    － －  48,201 73.6  － － 

４．自己株式    － －  -6,039 -9.2  － － 

株主資本合計    － －  54,893 83.8  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評価
差額金 

   － －  362 0.6  － － 

評価・換算差額等合計    － －  362 0.6  － － 

純資産合計    － －  55,255 84.4  － － 

負債純資産合計    － －  65,487 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

 （注）直営店の小売売上高と、のれん自立店の小売売上高との合計額である「国内全店小売売上高」は、次のとおりであります。 

                  （前中間会計期間）     （当中間会計期間）     （前事業年度） 

     国内全店小売売上高     35,180百万円        34,365百万円       67,201百万円 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 （注）   32,781 100.0  31,930 100.0  62,543 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  9,297 28.4 8,901 27.9   17,393 27.8 

売上総利益   23,484 71.6  23,028 72.1  45,149 72.2 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費   17,993 54.9  18,424 57.7  35,976 57.5 

営業利益   5,490 16.7  4,604 14.4  9,173 14.7 

Ⅳ 営業外収益 ※２  116 0.3  272 0.9  286 0.4 

Ⅴ 営業外費用   10 0.0  19 0.1  54 0.1 

経常利益   5,596 17.0  4,856 15.2  9,405 15.0 

Ⅵ 特別損失 ※３  268 0.8  126 0.4  1,021 1.6 

税引前中間（当
期）純利益   5,328 16.2  4,730 14.8  8,383 13.4 

法人税、住民税
及び事業税  2,633   1,900   3,736   

法人税等調整額  -290 2,342 7.1 -94 1,806 5.6 -167 3,569 5.7 

中間（当期）純
利益   2,985 9.1  2,924 9.2  4,813 7.7 

前期繰越利益   1,803   －   1,803  

自己株式処分差
損    127   －   152  

中間配当額   －   －   1,663  

中間（当期）未
処分利益   4,661   －   4,799  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金
合計 

海外 
投資 
積立金

配当 
平均 
積立金

圧縮 
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 
剰余金

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
5,901 6,829 6,829 582 3,220 2,270 9 36,090 4,799 46,971 -6,123 53,578 

中間会計期間中の変動額             

圧縮積立金の取崩（注）             -0   0 －   － 

別途積立金の積立（注)                1,400 -1,400 －   － 

剰余金の配当（注）                 -1,666 -1,666   -1,666 

役員賞与（注)                 -13 -13   -13 

中間純利益                 2,924 2,924   2,924 

自己株式の取得                     -4 -4 

自己株式の処分                 -13 -13 89 75 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                        

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － － -0 1,400 -168 1,230 84 1,314 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
5,901 6,829 6,829 582 3,220 2,270 8 37,490 4,631 48,201 -6,039 54,893 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
413 413 53,991 

中間会計期間中の変動額    

圧縮積立金の取崩（注）     － 

別途積立金の積立（注)      － 

剰余金の配当（注）     -1,666 

役員賞与（注)     -13 

中間純利益     2,924 

自己株式の取得     -4 

自己株式の処分     75 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
-51 -51 -51 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
-51 -51 1,263 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
362 362 55,255 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法) 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左  

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法 

貯蔵品 

 主に移動平均法による原価

法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物    ３年～60年 

器具備品  ２年～20年 

 また、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については、３年間で均等償却

しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(3) ───── 

  

(2）賞与引当金 

同左 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ６百万円減少しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3) ───── 

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表 

（財務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

仮払消費税等及び仮受消費税等の

中間期末残高の相殺後の金額は、

流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準）  

  当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより税引前中間純利

益は178百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準）  

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 

 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより税引前当期純利

益は182百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、55,255百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───── 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．減価償却累計額 

 有形固定資産 

 

         14,293百万円  

 

         13,759百万円  

 

          14,205百万円 

２．偶発債務    

 保証債務 OPTIQUE PARIS-MIKI(M)SDN BHD 

リース債務保証    0百万円 

 （11千M＄) 

取引先  

銀行借入保証 0百万円 

計      1百万円 

のれん自立店  

リース債務保証 193百万円 

計   193百万円 

PARIS-MIKI INTERNATIONAL GmbH

銀行借入保証    2百万円 

 （20千EUR) 

のれん自立店  

リース債務保証 219百万円 

計    222百万円 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．売上原価  売上原価には、当中間会計期間

に新たに発生した商品評価減額460

百万円を含んでおります。 

 売上原価には、当中間会計期間

に新たに発生した商品評価減額314

百万円を含んでおります。 

 売上原価には、当事業年度に新

たに発生した商品評価減額532百万

円を含んでおります。 

※２．営業外収益のうち重要

なもの 

   

受取利息 14百万円    13百万円    27百万円  

※３．特別損失   当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

(1) 減損損失を認識した資産グル

ープの概要 

(2) 減損損失の認識に至った経緯 

  収益性が悪化しているエリア地

域、及び、将来において具体的な

使用計画がなく、かつ、市場価格

が下落している遊休資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失と

して計上いたしました。 

(3) 減損損失の内訳 

(4) 資産のグルーピングの方法 

  原則として、店舗資産、賃貸資

産、遊休資産及び共用資産に分類

し、店舗資産については、管理会

計上の区分に基づいたエリア地域

別にグルーピングを行っておりま

す。 

(5) 回収可能価額の算定方法 

 遊休土地は、正味売却価額によ

り測定し、相続税評価額を基準に

算定した時価により評価しており

ます。 

 上記以外の資産については、使

用価値により測定し、将来キャッ

シュ・フローを5.7％で割り引いて

算定しております。 

場所 用途 種類  

北海道 

エリア  

店舗 

設備  

建物及び

構築物  

米国ワシ

ントン州 

店舗・事

務所設備 

建物及び

器具備品 

兵庫県 

姫路市 
遊休資産 土地 

 建物     96百万円 

 構築物 2   

 器具備品 9   

 土地 70   

  計 178    

  当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上しました。  

(1) 減損損失を認識した資産の概

要 

(2) 減損損失の認識に至った経緯 

  店舗用資産について、当中間会

計期間において、収益性等の観点

から退店若しくは移転の意思決定

をした店舗に係る固定資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として計上

いたしました。 

(3) 減損損失の内訳 

場所 用途 種類  

大通店

（岩手県

盛岡市）

他12店舗 

店舗設備
建物及び

構築物  

 建物       38百万円

 構築物  1 

  計  40  

  当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

(1) 減損損失を認識した資産グル

ープの概要 

(2) 減損損失の認識に至った経緯 

  収益性が悪化しているエリア地

域、及び、将来において具体的な

使用計画がなく、かつ、市場価格

が下落している遊休資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失と

して計上いたしました。 

(3) 減損損失の内訳 

(4) 資産のグルーピングの方法 

  原則として、店舗資産、賃貸資

産、遊休資産及び共用資産に分類

し、店舗資産については、管理会

計上の区分に基づいたエリア地域

別にグルーピングを行っておりま

す。 

(5) 回収可能価額の算定方法 

 遊休土地は、正味売却価額によ

り測定し、相続税評価額を基準に

算定した時価により評価しており

ます。 

 上記以外の資産については、使

用価値により測定し、将来キャッ

シュ・フローを5.7％で割り引いて

算定しております。 

場所 用途 種類  

北海道 

エリア  

店舗 

設備  

建物及び

構築物  

米国ワシ

ントン州 

店舗・事

務所設備 

建物及び

器具備品 

兵庫県 

姫路市 
遊休資産 土地 

 建物       99百万円

 構築物  2  

 器具備品  9  

 土地  70  

  計 182 

４．減価償却実施額    
有形固定資産 492百万円     484百万円      1,027百万円  

無形固定資産             16             10             29 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加、減少45千株は、ストックオプションの

行使45千株及び単元未満株式の買増し０千株による減少であります。 

  

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成17年９月30日）、当中間会計期間末（平成18年９月30日）及び前事業年度末（平成18年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 3,154 2 45 3,110 

合計 3,154 2 45 3,110 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

器具
備品 

395 130 265 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

器具
備品 

389 203 186 

 
取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

器具
備品 

395 170 225 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 77

１年超 190

計 268

 百万円

１年内 73

１年超 116

計 190

 百万円

１年内 77

１年超 151

計 229

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  百万円

支払リース料 41

減価償却費相当

額 
39

支払利息相当額 2

 百万円

支払リース料 40

減価償却費相当

額 
38

支払利息相当額 1

 百万円

支払リース料 82

減価償却費相当

額 
79

支払利息相当額 4

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。 

（減損損失について） 

同左 



（１株当たり情報）  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

   該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,014.42円

１株当たり中間純利益金額    56.88円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
  56.45円

１株当たり純資産額   1,043.59円

１株当たり中間純利益金額 55.26円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
55.03円

１株当たり純資産額 1,020.33円

１株当たり当期純利益金額  91.14円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
90.57円

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 2,985 2,924 4,813 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 13 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (13) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 2,985 2,924 4,800 

期中平均株式数（千株） 52,484 52,921 52,669 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 406 217 332 

（うち新株予約権） (406) (217) (332) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

989個 目的となる株式の

数 98千株） 

平成16年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

15,208個 目的となる株式

の数 1,520千株） 

  

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

942個 目的となる株式の

数 94千株）  

平成17年６月24日定時株主

総会決議による新株予約権

１種類（新株予約権の数

971個 目的となる株式の

数97千株） 



(2）【その他】 

 平成18年11月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額          1,667,666千円 

(ロ）１株当たりの金額               31円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日      平成18年12月11日 

（注）平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第58期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月22日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 樫谷 隆夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 網本 重之  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 坂田 純孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三城及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から、固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年12月22日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 鈴木 啓之  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 園  マリ  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 坂田 純孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三城及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月22日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 樫谷 隆夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 網本 重之  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 坂田 純孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社三城の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間会計期間から、固定資産の減損に係

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年12月22日

株式会社三城   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 鈴木 啓之  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 園  マリ  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 坂田 純孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三城の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社三城の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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